
株式会社コメ兵ホールディングス、代表取締役社長の石原
でございます。

これより2025年3月期 第2四半期 決算についてご報告
いたします。



まず、今回の決算説明の概要について、お話しします。

1つめ、第2四半期の実績は、前年同期比で増収減益でし
た。詳細は後ほどご説明いたします。

2つめ、国内外の出店は順調に進捗しております。新たな店
舗形態にもチャレンジしながら、拡大を続けております。

3つめ、中期経営計画に沿った、成長投資を積極的に行い
ました。詳細は後ほどご説明いたします。

中期経営計画の達成に向けて、機会を捉えながら、競争優
位性を活かした事業計画を推進しております。



こちらが資料の目次です。

本日は、１～４までをご説明いたします。



まずはじめに当社のビジネスモデルと中期経営計画につい
てお話しいたします。



当社グループは、つくる人に敬意をもち、つなぐ人に感謝
し、手にする人に感動を提供することで、循環型社会の共感
を創っていきます。を「Mission」とし、リレーユースを「思
想」から「文化」にする。をわれわれが目指す「Vision」とし
て掲げております。



こちらのページでは、当社グループのイメージをつかんでい
ただけるよう指標を列挙しております。
創業は1947年で今期は創業77年となりました。



当社グループの事業領域です。
ブランドファッション事業では、KOMEHYOやBRAND 
OFF等の売り上げ規模No.1を目指すブランドと、



スニーカーやアンティーク時計などを扱い、コアなファンを
つかみ、Only１を目指すブランドがあります。



タイヤ・ホイール事業は、メーカー、一次流通、二次流通、そ
れぞれの役割ごとにブランドがあります。



2024年5月13日に発表した中期経営計画はご覧のとお
りです。

中期経営計画の最終年度は、創業80周年にあたる2028
年3月期に定め、売上高2500億円、海外売上高比率
15%、グループ店舗数420店舗を目指してまいります。



中期経営計画の基本方針は、
・事業成長の実現
・サステナビリティ経営の深化
・資本コストを意識した経営の推進 の３つです。



2025年3月期の配当は、中間配当金52円、期末配当金
52円で、年間配当金104円の予定です。

配当性向20％を目安に、「安定配当」と「増収増益に基づく
増配」が継続できるよう注力してまいります。



それでは、2025年3月期 第2四半期決算の報告をいたし
ます。



2025年3月期 第2四半期累計 ハイライトはご覧のとおり
です。

連結で個人買取額と売上高は過去最高でした。順に詳細を
説明いたします。



第2四半期実績は増収減益となりました。
その主な要因です。

８月以降、急激な為替相場の変動により、時計・バッグの高
額品を中心に一部アイテムで相場が継続的に下落しまし
た。

在庫流動性を高め、法人販売に向けることで、商品単価の
下落をカバーしたものの、売上総利益率の低位な地金の売
上高が増加したこと等もあり、当初の想定以上に売上総利
益率が低下しました。

出店及び人材確保などのため、販管費は計画通り、成長投
資に向けました。



損益計算書の状況です。

■2025年3月期 第２四半期の連結業績は
・売上高は 694億4700万円
・営業利益は 31億2600万円
・経常利益は 30億6900万円
・親会社株主に帰属する中間純利益は19億6100万円でし
た。



連結売上高と売上総利益率の推移です。

個人買取は好調に推移し、国内外のお客さまの販売機会を
捉えるために法人仕入を強化しました。

第2四半期3か月の売上総利益率は、前年同期比で2.6pt
低下したものの、店舗の品揃えが充実したことで増収とな
りました。



連結営業利益の分析です。

小売・法人販売が好調で売上高は大幅に増加しました。

売上総利益率の低下と販管費の増加により、営業利益は減
益となりました。



売上高の内訳です。

販売店舗の出店や訪日のお客さまの増加等により、前年同
期比0.2ポイント上昇し、49.8％になりました。

海外比率と国内免税比率は、それぞれ13.6％、17.1％と
なっており、好調に推移しております。



国内免税(連結)の内訳はご覧のとおりです。

「KOMEHYO」と「BRAND OFF」が出店している中国・香
港・台湾・タイのお客さまによる売上合計が6割弱を占めて
います。

また、日本国内のお客さま層より若く、30代～40代がボ
リュームゾーンになっております。



個人買取額の推移です。

人材の採用や育成などが計画通りに進捗し、積極的な新規
出店を継続できています。

既存店の成長もあり、前年同期比116％で四半期実績とし
て過去最高の個人買取額となりました。



販管費の推移です。

新規出店に合わせて、プロモーションや販売手数料、地代家
賃や減価償却費等、が増加しました。
また、従業員の採用やベースアップによる給与手当等の人
件費も増加しました。

なお、売上高の伸びに対して、販管費をコントロールしたた
め、売上高販管費率は19.0に抑えることができました。



貸借対照表の概況です。

新規出店等に備えて、個人買取と法人仕入を強化し、売上
高拡大の原資となる潤沢な在庫を確保できました。
今後も、滞留期間や含み益を意識しながら、在庫をコント
ロールしていきます。

仕入は有利子負債で賄うため、負債も同様に増加しました。



在庫回転です。

個人買取や法人仕入で確保した潤沢な在庫は、滞留期間や
含み益を意識しながらコントロールしております。

相場変動に対応し、在庫流動性を高めたことで、売上総利
益率は低下しましたが、在庫を充実させながらも、在庫回転
率は維持しております。



キャッシュ・フローの状況です。

新規出店等に備えた棚卸資産の増加、法人税の増加等によ
り、営業CFは資金支出となりました。
一番の繁忙期である年末・年始商戦に向けて、潤沢に在庫
を確保することができております。

また、個人買取が好調に推移し、借入金が増加したこと等に
より、財務CFは大幅な資金収入となりました。



連結総流通量の推移はご覧のとおりです。

上期は前年同期比131.1％と過去最高となりました。
GMVの成長は、事業の成長と中長期の収益性向上につな
がります。



続きましてセグメントの概況をご報告いたします。



セグメント別の決算サマリーはご覧のとおりです。

ブランド・ファッション事業は増収減益、タイヤホイール事業
は増収増益となりました。



セグメント別の決算概況です。

ブランド・ファッション事業の売上高は
672億2900百万円、営業利益は29億6200万円、
タイヤ・ホイール事業の売上高は21億9400万円、
不動産賃貸事業の売上高は1億7500万円となりました。

タイヤ・ホイール事業は12年ぶりに営業損益が黒字化しま
した。



グループの店舗数はご覧のとおりです。

第2四半期では国内外に17店舗出店いたしました。



事業会社コメ兵の経路別仕入・販売の状況です。

出店やインバウンド需要に備えた積極的な法人仕入により、
法人仕入比率が前年同期に比べて4ポイント上昇しました。

また、国内・海外からのお客様増加により、小売が好調で、
小売比率は1ポイント上昇して42％になりました。



事業会社コメ兵の販売強化の状況です。

国内は、規模、出店場所、取扱アイテムなど新しい店舗
フォーマットに挑戦しております。

また、海外は、アメリカにグループ会社を設立しました。
現地で法人販売を開始し、新規取引先の開拓を進め、
2025年4月以降に個人買取をスタートする予定です。



事業会社コメ兵のEC関与売上高の推移はご覧のとおりで
す。

お客さま数の増加と、お客様お一人当たりの単価上昇によ
り、EC関与売上高は前年同期比117.6%でした。

EC在庫が充実したことにより、お取り寄せの売上高が前四
半期比125％と伸長し、EC関与率35％と上昇しました。



事業会社K-ブランドオフのFC買取専門店を起点とした収益
力強化につきましては、ご覧のとおりです。

FC買取専門店の出店を拡大し、仕入れ量を増やしておりま
す。
そこで仕入れた商品は、 JBAへ出品していただき、JBAの
出来高増加とオークション手数料による収益力向上を図りま
す。

8月には、第１回フランチャイズオーナー会を開催しました。
今後も複数のFC店舗を出店・運営できる大手法人先を獲得
できるよう努めてまいります。



事業会社K-ブランドオフの小売り分野の状況です。

「BRAND OFF 銀座本店」を中心に免税売上高は、第2四
半期3ヵ月で前年同期比184%と大幅に伸びております。

買取併設店の新規出店や、EC強化を積極的に行い、新しい
お客さまとの接点づくりを継続してまいります。



オークションの出来高の推移はご覧のとおりです。

相場変動に伴う法人間での売却ニーズが高まり、会員企業
数や出品数が増加しました。

第2四半期3か月の２社合計のオークション出来高は、前年
同期比125.2％で過去最高になりました。



タイヤ・ホイール事業の概況です。

ホイール価格改定前の特需により、タイヤ・ホイールのセット
販売及び自社企画ホイールの国内外での販売が好調に推
移し、売上高が伸長しました。

個人買取が好調で、潤沢な在庫を確保できたため、中古売
上高が上昇し、利益率は改善しました。



最後に、今後の見通し 及び 中期経営計画達成に向けた
取り組みについて、説明いたします。



リユース市場の展望はご覧のとおりです。

最新情報によりますと、国内のリユース市場は順調に拡大
し、今後も順調に成長し続けていく、明るい見通しとなって
おります。



ブランド・ファッション事業の下期の想定は、ご覧のとおり
です。

主力商材の相場動向予測を踏まえますと、売上総利益率は
想定を下回るものの、売上高を伸ばすことで売上総利益の
確保を目指してまいります。



国内外での出店はご覧のとおりです。

出店競争が激化するなか、KOMEHYO、BRAND OFFと
もに買取専門店の出店が順調に推移しております。

今後も個人買取及び小売の強化にむけ、新しいサイズ、
フォーマットの店舗を国内外ともに積極展開してまいります。



持続的な成長に向けた投資・施策は、ご覧のとおりです。

2件のM＆Aの他、他社とのアライアンスに取り組んでおり
ます。
これらを通して、より一層 競争優位性を高めることで、ブ
ランドファッション事業の推進力を向上させ、高い成長率を
維持してまいります。



今回のM＆A及び合弁会社設立や検品サービスの拡大はブ

ランドリユース市場の広がりに合わせた自社の成長領域の

拡大につながります。

まず、①売買ビジネスとして、M&A、合弁会社設立によっ

て、買取、法人仕入が増加するため、それを原資とした

小売、法人販売の成長につながります。

②流通関与ビジネスとして、M＆Aした２社が持つ法人向け

オークションが加わることにより、グループGMVが拡大し

ます。

③市場成長関与ビジネスとして、合弁会社設立と検品サー

ビスの拡大は、自社のアセットを活用したビジネスチャンス

の拡大に向けた試金石と考えております。



今回のM＆A及、合弁会社設立及び検品サービスの拡大は、
ROE18％以上を達成するための取り組みとして、
「売上総利益率の向上」
「在庫のコントロール」
「事業成長に合わせた借り入れの活用」 に寄与します。



アールケイエンタープライズのグループ化により、想定され
るシナジーはご覧のとおりです。

買取・小売の強化、法人チャネルの強化、相場対応の高度化
により、ブランド・ファッション事業の加速度的な成長と競
争力の強化を目指します。



Rs-JAPANのグループ化により、想定されるシナジーはご
覧のとおりです。

仕入れの柔軟性向上、在庫の効率化、法人オークション
の拡大に貢献し、バリューチェーンの強化による収益性
の向上を目指します。

なお、2025年2月には、ブランド力を活かした法人チャネ
ルの強化とキャッシュマネジメントなど経営効率の向上
に資することを目的として、グループ内で組織再編を行
う予定です。



Ｊ．フロント リテイリング社との合弁会社設立により、
新たな仕入チャネルが加わります。

リユース市場に精通する当社だから提供できるアセット
を提供することで、新たなターゲット層へのアプローチ
によって、魅力的な商品の仕入れ増加をを目指します。



楽天ラクマ様での検品サービス拡大の詳細は、ご覧のと
おりです。

この取り組みにより、市場成長関与ビジネスを拡大し、
健全なリユース市場の成長に貢献してまいります。



以上でご説明を終わります。

ご清聴ありがとうございました。
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